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再 申 入 書 

 

２０２２（令和４）年４月２８日 

 

栃木県那須塩原市太夫塚１丁目１９５番地 

株式会社三和住宅 御中 

 

〒３２１－０９６８  

栃木県宇都宮市中今泉２丁目７番１９号 

適格消費者団体 

特定非営利活動法人 とちぎ消費者リンク 

理事長  山 口 益 弘 

ＴＥＬ／ＦＡＸ ０２８－６７８－８０００ 

 

当法人の，２０２１（令和３）年６月２５日付申入書に対し，２０２２（令

和４）年１月６日付でご回答をいただき，ありがとうございました。 

申入書記載の旧契約書第７条，第１３条につきましては，現在の契約書にお

いては申入れに沿う内容に改定していただき，ありがとうございました。 

もっとも，現在の契約書の第１６条の内容につきましては，問題があると考

えられますので，再度，次のとおり申入れをさせていただきます。 

つきましては，ご検討の上，貴社の見解や対応につき，２０２２（令和４）

年６月４日までに上記連絡先宛に書面にてご回答くださいますよう，お願い申

し上げます。 

記 

建物賃貸借契約書 第１６条 

４ 乙は明け渡し退去に際し，甲に対して乙が支出した費用（必要費及び

有益費）の償還請求，造作物の買取，正当な事由に基づかない立退料，

その他名目の如何にかかわらず本契約に基づく以外の請求は一切行わ

ないものとする。 
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１ 申入れの趣旨  

   賃貸借契約書第１６条第４項については，「必要費」を削除することを求

めます。 

 

２ 申入れの理由 

（１）  消費者契約法１０条は，消費者の不作為をもって当該消費者が新たな

消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたものとみなす条項

その他法令中の公の秩序に関しない規定の適用による場合に比し，消

費者の権利を制限し又は義務を加重する条項であって，信義則に反し

消費者の利益を一方的に害するものを無効と定めています。  

（２）  民法６０８条第１項は，賃借人は，賃借物について賃貸人の負担に

属する必要費を支出したときは，賃貸人に対し，直ちにその償還を請

求することができると規定しています。 

ところが，賃貸借契約書（以下，「本契約書」と言います。）第１６条

第４項は，賃貸人が必要費を支出した場合であってもその償還を請求

することができないとしており，民法６０８条第１項に比し，消費者

の権利を制限し又は義務を加重する条項といえます。 

（３）  そもそも賃貸人は建物を使用収益させる義務を負っており，建物の

修繕義務（民法６０６条）は，賃貸人の本質的な義務です。よって，本

来，建物に修繕の必要がある場合には，賃貸人は自らの負担において，

修繕をしなければなりません。 

 もっとも，賃借人が賃貸人に修繕が必要である旨を通知し，または

賃貸人がその旨を知ったにもかかわらず相当な期間内に必要な修繕を

しないときや，急迫の事情があるときは，賃借人は修繕をすることが

できます（民法６０７条の２）。かかる場合は，賃貸人の修繕義務の不

履行や急迫の事情によって一時的に賃借人が修繕費用を負担したもの
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にすぎないため，本来修繕義務を負うべき賃貸人が費用を負担すべき

であり，賃借人の賃貸人に対する必要費の償還請求が認められるべき

です。 

しかし，前記第１６条４項によれば，かかる場合にも賃借人の必要

費償還請求が認められないこととなり，民法第１条第２項に規定する

基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものといえます。 

（４）  よって，第１６条４項は，消費者契約法１０条に違反し無効と考え

られるため，第１項記載のとおりの削除を求めるものです。 

                             以上 


